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１．財務書類作成の経緯１．財務書類作成の経緯１．財務書類作成の経緯１．財務書類作成の経緯

　

　平成27年1月、総務省より「統一的な基準による地方公会計整備促進について」の通知

がなされ、同時に公開されたマニュアルに基づき作成された平成28年度の財務書類を平成

29年度中に公表することが要請されました。

　現在の地方公共団体の会計制度は、その年度にどのような収入があり、それを何に使っ

たかという現金の動きが分かりやすいものとなっています。しかし、自治体がこれまでに

整備してきた道路・学校などの資産や、行政サービスのコストがどのくらいかかっている

のかという情報は、わかりにくい点があります。

　財務書類は（1）貸借対照表（2）行政コスト計算書（3）純資産変動計算書（4）資金収

支計算書です。4表の相互関係は次のとおりです。

　このため、従来の決算書類はこれまでどおり作成しますが、財政状況の「見える化」の

ために、情報を補完する目的で、国が示したマニュアルに基づき、資産・負債の状況や行

政サービスのコストを示した４つの財務書類を作成しました。

　なお、同一の基準で作成するため、他団体との比較も可能となるものです。

資産 負債

うち

現金預金

本年度末残高 本年度末残高

投資活動収支 純行政コスト

財務活動収支 財源

前年度末残高

固定資産等

の変動

純資産 純行政コスト

（4）資金収支（4）資金収支（4）資金収支（4）資金収支

　　計算書　　計算書　　計算書　　計算書

（3）純資産変動（3）純資産変動（3）純資産変動（3）純資産変動

　計算書　計算書　計算書　計算書

業務活動収支 前年度末残高

臨時利益

（1）貸借対照表（1）貸借対照表（1）貸借対照表（1）貸借対照表

（2）行政コスト（2）行政コスト（2）行政コスト（2）行政コスト

　計算書　計算書　計算書　計算書

経常費用

経常収益

臨時損失
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２．財務書類の対象となる会計について２．財務書類の対象となる会計について２．財務書類の対象となる会計について２．財務書類の対象となる会計について

　連結する会計の範囲により、「一般会計等財務書類」「全体財務書類」「連結財務書

類」があります。イメージは下図のとおりです。本資料３ページ以降の財務書類の額は、

連結財務書類の額を示しています。

　企業が子会社を含めた１つの企業として決算を行う「連結決算」と同様に、特別会計や

公営企業、市が出資を行っている第三セクターなどを含めて１つの会計として財務書類を

作成します。

財務書類の分析及び他の地方公共団体との比較などを行い、公共施設等財務書類の分析及び他の地方公共団体との比較などを行い、公共施設等財務書類の分析及び他の地方公共団体との比較などを行い、公共施設等財務書類の分析及び他の地方公共団体との比較などを行い、公共施設等

のののの適正な適正な適正な適正な管理や予算編成に活用し、人口減少・少子高齢化が進む中でも持続管理や予算編成に活用し、人口減少・少子高齢化が進む中でも持続管理や予算編成に活用し、人口減少・少子高齢化が進む中でも持続管理や予算編成に活用し、人口減少・少子高齢化が進む中でも持続

可能な財政運営を目指します。可能な財政運営を目指します。可能な財政運営を目指します。可能な財政運営を目指します。

【【【【分析の活用例分析の活用例分析の活用例分析の活用例】】】】

・資産老朽化比率を踏まえた公共施設等の更新や統廃合の検討・資産老朽化比率を踏まえた公共施設等の更新や統廃合の検討・資産老朽化比率を踏まえた公共施設等の更新や統廃合の検討・資産老朽化比率を踏まえた公共施設等の更新や統廃合の検討

・建設費だけでなく、ランニングコストも考慮した予算編成・建設費だけでなく、ランニングコストも考慮した予算編成・建設費だけでなく、ランニングコストも考慮した予算編成・建設費だけでなく、ランニングコストも考慮した予算編成

・住民一人当たり行政コストによる行政サービス提供の効率性・住民一人当たり行政コストによる行政サービス提供の効率性・住民一人当たり行政コストによる行政サービス提供の効率性・住民一人当たり行政コストによる行政サービス提供の効率性 などなどなどなど

地方公共団体

※次の特別会計については、地方公営企業法の適用に向けた作業に着手しているため、

　連結の対象としていません。地方公営企業法の適用後に、順次、連結対象とする予定

　です。

　　　　　　・簡易水道事業特別会計

　　　　　　・公共下水道事業特別会計

　　　　　　・特定環境保全公共下水道事業特別会計

　　　　　　・農業集落排水事業特別会計

一般会計等 地方公営事業会計

公営企業会計

うち

特別会計

地方公共団体

一部事務組合

広域連合

第三セクター等

一般会計

一般会計等財務書類一般会計等財務書類一般会計等財務書類一般会計等財務書類

全体財務書類全体財務書類全体財務書類全体財務書類

連結財務書類連結財務書類連結財務書類連結財務書類
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３．財務書類の説明等３．財務書類の説明等３．財務書類の説明等３．財務書類の説明等

（単位：千円）

固定資産 229,218,637 固定負債 49,571,088

有形固定資産 214,968,718 地方債等 38,214,432

事業用資産 70,073,422 退職手当引当金 5,885,922

…行政活動に必要な土地・建物など …退職給付支払の見込額

インフラ資産 143,233,248 流動負債 8,428,685

…道路・橋梁や公園など 1年内償還予定地方債等 4,891,524

投資その他の資産 14,218,942 …一年以内に償還期限の到来する地方債

投資及び出資金 2,998,785 賞与等引当金 472,077

…国債などの有価証券や出資金など …翌期に支払う賞与の見込額の一部

流動資産 12,444,302 負債合計 57,999,773

現金預金 4,284,183

財政調整基金 6,358,619 純資産合計 183,663,166

資産合計 241,662,939 負債及び純資産合計 241,662,939

（注意）表示単位未満四捨五入の関係で積上げ及び差引と一致しない場合がある。

家計に例えると…

・有形固定資産は、家や車など

・投資資産は定期預金や積立保険金・株など

　市がどれほどの資産を所有し、債務を負っているのかのバランス

を明らかにしたものです。市の資産とその資産をどのような財源

（負債や純資産）で賄ってきたかが分かります。左側にこれまで取

得した土地や建物・預金などの「資産」を、右側にその資産を形成

したことによる将来世代の負担である「負債」と、これまでの世代

が既に負担したもの「純資産」を表しています。

純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部

資産の部資産の部資産の部資産の部 負債の部負債の部負債の部負債の部

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

・投資資産は定期預金や積立保険金・株など

・流動資産は普通預金やタンス預金など

・負債は、まだ払い終わっていないローン残高や子供に将来係る進学費用など

固定資産 341万8,000円 固定負債 73万9,200円

有形固定資産 320万5,500円 流動負債 12万5,700円

投資その他の資産 21万2,000円

流動資産 18万5,600円 純資産 273万8,700円

※平成29年3月31日現在人口67,062人で算定

〔用語解説〕

・資産の部

・負債の部

・純資産の部

・有形固定資産

・投資その他の資産

・流動資産

・固定負債

・流動負債

１年以内に返済しなければならない借入金や未払金など。

住民一人あたりの資産等住民一人あたりの資産等住民一人あたりの資産等住民一人あたりの資産等 総額　約360万3,600円総額　約360万3,600円総額　約360万3,600円総額　約360万3,600円

道路・橋梁、小・中学校などの公共施設の現在価値のほか、公営企業に対する出資金や預金な

ど、これまで積み上げてきた金額。

借入金の残高、退職手当引当金など、将来の世代が負担しなけれはならない金額。

資産の部資産の部資産の部資産の部 負債の部負債の部負債の部負債の部

純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部

資産のうち税金などによって形成され、これまでの世代が負担した金額。

自治体が所有する資産のうち、長期間にわたって行政サービスの提供に使用される資産など。

原則として１年以内に現金化される現金・預金未収金などの総額。

自治体が保有する有価証券、特定の目的で積み立てた基金や公営企業・関係団体への出資金など

の総額。

返済期間が１年以上の長期借入金や退職手当引当金など。

１年以内に返済しなければならない借入金や未払金など。
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（単位：千円）

業務費用  ① 23,403,189

人にかかるコスト（人件費など） 7,100,603

物にかかるコスト（物件費など） 15,276,646

その他のコスト（支払利息など） 1,025,941

移転費用  ② 33,333,321

移転支出的なコスト（社会保障費・補助金など） 33,333,321

経常費用  ③＝①+② 56,736,511

使用料及び手数料  ④ 1,884,002

その他（財産収入・諸収入など）  ⑤ 2,238,162

経常収益  ⑥＝④+⑤ 4,122,164

純経常行政コスト  ⑦＝③-⑥ 52,614,347

臨時損失（災害復旧事業費など）  ⑧ 1,306,822

臨時利益（資産売却益など）  ⑨ 15,376

純行政コスト  ⑩＝⑦+⑧-⑨ 53,905,793

（注意）表示単位未満四捨五入の関係で積上げ及び差引と一致しない場合がある。

家計に例えると…

・人にかかるコストは食費など

・物にかかるコストは、水道光熱費・日用品費・旅費など

・移転支出的なコストは、医療費・ご祝儀・お見舞い金など

　企業会計における損益計算書の自治体版で、利益の追求を目的と

する企業とは違い、営利を目的としない行政サービスの提供にどれ

だけの費用（コスト）がかかったかを表しています。

金額金額金額金額区分区分区分区分 算定算定算定算定

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書

・移転支出的なコストは、医療費・ご祝儀・お見舞い金など

・支払利息は、借金の利息など

人にかかるコスト（人件費など） 10万5,900円

物にかかるコスト（物件費など） 22万7,800円

その他のコスト（支払利息など） 1万5,300円

移転支出的なコスト（社会保障費・補助金など） 49万7,000円

※平成29年3月31日現在人口67,062人で算定

〔用語解説〕

・人にかかるコスト

・物にかかるコスト

・その他のコスト

・移転支出的なコスト

・使用料・手数料

借金（地方債・一時借入金）の支払利息や回収不能となった税金などの見込額などの総額。

自治体の施設を利用した場合や、住民票や税務証明の発行などに対し徴収する金額。

区分区分区分区分 金額金額金額金額

職員給与のほかに、退職手当引当金や賞与引当金の繰入額。

行政サービスに必要な経費、施設などの維持管理費、減価償却費などの総額。

社会保障給付（生活保護費や児童手当など）にかかる費用の総額。

住民一人あたりの経常費用住民一人あたりの経常費用住民一人あたりの経常費用住民一人あたりの経常費用 総額　約84万6,000円総額　約84万6,000円総額　約84万6,000円総額　約84万6,000円
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（単位：千円）

金額金額金額金額

前年度末の残高  ① 181,474,511

純行政コスト  ② △ 53,905,793

財源（地方税(7,863,659千円)・地方交付税(12,984,831千円)

・国県補助金など）

本年度差額  ④＝②+③ 2,740,930

固定資産等の変動など  ⑤ △ 552,276

本年度純資産変動額  ⑥＝④+⑤ 2,188,655

本年度末の残高  ⑦＝①+⑥ 183,663,166

（注意）表示単位未満四捨五入の関係で積上げ及び差引と一致しない場合がある。

〔用語解説〕

・純行政コスト

・固定資産等の変動

経常的な行政コストから臨時損失（災害復旧にかかった費用など）を加え、臨時利益（資産売却益な

ど）を除いた金額。

有形固定資産等の増減、貸付金・基金の増減のほか、資産評価差額など。

 ③

　純資産（資産から負債を差し引いた残り）が、今年度中にどのよう

に増減したのかを明らかにしたものです。総額としての純資産の変動

とともに、どういった財源や要因で増減したのかを表しています。

　「キャッシュ＝お金（現金）」の「フロー＝流れ」を明らかにした

ものです。市の収支をその性質に応じて業務活動収支・投資活動収

56,646,723

区分区分区分区分 算定算定算定算定

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

（単位：千円）

金額金額金額金額

業務活動収支  ① 3,646,423

投資活動収支  ② △ 1,770,495

財務活動収支  ③ △ 858,198

本年度資金収支額  ④＝①+②+③ 1,017,729

前年度末の残高  ⑤ 3,026,293

本年度末の残高  ⑥＝④+⑤ 4,044,022

本年度末の歳計外現金残高  ⑦ 240,161

本年度末現金預金の残高  ⑧＝⑥+⑦ 4,284,183

（注意）表示単位未満四捨五入の関係で積上げ及び差引と一致しない場合がある。

〔用語解説〕

・業務活動収支

・投資活動収支

・財務活動収支

財務活動支出（市債の償還など）と財務活動収入（市債の借入など）を差引したもの。

区分区分区分区分 算定算定算定算定

業務支出（人にかかる費用や物にかかる費用など）と業務収入（税収や国県等補助金など）との差引

と、臨時支出（災害復旧費）と臨時収入の差引を合計したもの。

投資活動支出（公共施設の整備にかかったお金や基金積立金など）と投資活動収入（国県補助金や基金

の取り崩しなど）を差引したもの。

ものです。市の収支をその性質に応じて業務活動収支・投資活動収

支・財務活動収支に分けて、どのような活動に資金が必要なのかを表

しています。

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書
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